


























議第４号

ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求める意見書

上記の議案を別紙のとおり徳島県議会会議規則第１４条第２項の規定により提

出する。

平成２５年１２月１８日

提 出 者 文教厚生委員長 中 山 俊 雄

徳島県議会議長 杉 本 直 樹 殿



ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求める意見書

わが国においてウイルス性肝炎、特にＢ型・Ｃ型肝炎の患者・感染者が約３５

０万人いると推計されているのは、国の責めに帰すべき事由によるものであると

いうことは、肝炎対策基本法や「特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第IX

因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支給に関する特別

措置法 「特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」」、

でも確認されているところであり、国の法的責任は明確になっている。

しかし、ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成は、現在、Ｂ型・Ｃ型肝炎の

根治を目的としたインターフェロン治療とＢ型肝炎の核酸アナログ製剤治療に限

定されており、これら治療法に該当しない肝硬変・肝がんに対する治療費は助成

の対象外である。

そのため、重度の病態により就労困難な肝硬変・肝がん患者の多くは、経済的

に苦しい中で高額の医療費を負担をせざるを得ない状況にあり、生活に困難を来

している。さらに、身体障害者福祉法上の肝臓機能障害に係る障害認定の基準は

患者の実態に沿ったものとなっておらず、生活支援の実効性を発揮していないと

の指摘がなされているところである。

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法においても

「とりわけ肝硬変及び肝がんの患者に対する医療費助成を含む支援の在り方につ

いて検討を進めること」との附帯決議がなされている。

よって、国におかれては、次の事項に取り組まれるよう強く要望する。

１ ウイルス性肝硬変・肝がんに係る医療費助成制度を創設すること。

２ 身体障害者福祉法上の肝臓機能障害に係る障害認定の基準を緩和し、患者の

実態に応じた障害者認定制度にすること

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成 年 月 日

議 長 名

提 出 先

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

内 閣 官 房 長 官

協力要望先

県 選 出 国 会 議 員



議第５号

国の教育政策における財政的支援を求める意見書

上記の議案を別紙のとおり徳島県議会会議規則第１４条第２項の規定により提

出する。

平成２５年１２月１８日

提 出 者 文教厚生委員長 中 山 俊 雄

徳島県議会議長 杉 本 直 樹 殿



国の教育政策における財政的支援を求める意見書

いわゆる人材確保法は、学校教育が次代をになう青少年の人間形成の基本をな

すものであることに鑑み、教育職員の給与について特別の措置を定め、優れた人

材を確保し、もって学校教育の水準の維持向上に資することを目的に制定された

ものであるが、近年、教員給与体系の再構築の動きのもと、教育職員特有の手当

の削減等が行われてきたところである。

学校教育の成否は教育職員の資質能力に負うところが大きく、学校現場に優秀

で質が高く、意欲に溢れた人材を確保することが極めて重要である。

また、義務教育に係る教職員の給与等について、義務教育費国庫負担金制度に

よりその一部を国が負担するなど、国から一定の支援が行われているが、地方自

治体の財政状況にかかわらず、全国一律に義務教育の機会均等とその維持向上を

図り、地域間における教育格差が生じないようするためには、国の責務として必

要な財源を保障する必要がある。

さらに、本年度、国では「世界トップレベルの学力・規範意識を育むための教

師力・学校力向上７か年戦略」として、少人数教育の推進など教職員等指導体制

の整備計画を明示したが、小学校の理科・英語や道徳の指導体制強化、いじめ問

題等、様々な教育課題に対応し、きめ細やかな教育を推進していくためには、教

職員定数の改善が不可欠であり、学級編制基準についても、小学校第１学年にと

どまっている３５人以下学級の法制化をさらに拡大する必要がある。

よって、国におかれては、次の事項が実現されるよう強く要望する。

１ 人材確保法の趣旨を尊重し、優れた教職員を確保するために、教育専門職と

してふさわしい給与・待遇改善を図ること。

２ 義務教育の機会均等と教育水準の維持向上のために、必要な財政的支援を行

い、地域間の格差を生じさせないこと。

３ 今日的な教育課題に対応するため、公立義務教育諸学校の標準法を改正し、

教職員定数の改善を図ること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成 年 月 日

議 長 名

提 出 先

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

総 務 大 臣

財 務 大 臣

文 部 科 学 大 臣

協力要望先

県 選 出 国 会 議 員



議第６号

小児慢性特定疾患児の成人移行後の支援を求める意見書

上記の議案を別紙のとおり徳島県議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出する。

平成２５年１２月１８日

提 出 者 全 議 員

徳島県議会議長 杉 本 直 樹 殿



小児慢性特定疾患児の成人移行後の支援を求める意見書

慢性疾患にかかっていることにより長期にわたり療養を必要とする児童等につ

いては、児童福祉法の規定に基づき、その健全な育成を図るため、国は小児慢性

特定疾患治療研究事業において５１４疾患を指定し、最長２０歳到達まで医療費

助成を実施している。

一方、難病の特定疾患治療研究事業においては、年齢制限はなく、国が指定す

る特定の５６疾患について医療費助成を行っているが、ほとんどの小児慢性特定

疾患は特定疾患治療研究事業の対象外であり、２０歳到達後に公費助成が途切れ

てしまうことになる。

また、いずれの事業においても、助成の対象外となった場合、治療にかかる医

療費の３割が自己負担となることから、患者及び家族の精神的・経済的な負担が

増大する。

現在 「小児慢性疾患児への支援の在り方に関する専門委員会」及び「特定疾、

患厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会」において、成人移行後の問題も

含めて、難病改革の議論がされているところであるが、小児慢性特定疾患児が成

人後に必要な支援が受けられるよう、可能な限り医療費助成の対象とし、切れ目

のない支援策を講ずるべきである。

よって、国においては、小児慢性特定疾患児の成人移行後も、安心して生活で

きるように、次の事項について格段の措置を講じられるよう強く要請する。

１ 難病改革における特定疾患治療研究事業の公費助成対象疾患の選定は、小児

慢性特定疾患児が成人後においても必要な支援が受けられるよう、柔軟に判断

すること。

、 、２ 難病改革の結果 医療費助成の対象外となった小児慢性特定疾患についても

成人移行後に患者及び家族の負担増とならないよう、あらゆる支援策を講じる

こと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成 年 月 日

議 長 名

提 出 先

衆 議 院 議 長

参 議 院 議 長

内 閣 総 理 大 臣

財 務 大 臣

厚 生 労 働 大 臣

内 閣 官 房 長 官

協力要望先

県 選 出 国 会 議 員



議第７号

中国による防空識別圏の設定の即時撤回を求める決議

上記の議案を別紙のとおり徳島県議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出する。

平成２５年１２月１８日

提 出 者 竹 内 資 浩 岡 本 富 治

樫 本 孝 木 南 征 美

元 木 章 生 藤 田 豊

児 島 勝 北 島 勝 也

西 沢 貴 朗 岸 本 泰 治

喜 多 宏 思 笠 井 国 利

川 端 正 義 丸 若 祐 二

寺 井 正 邇 藤 田 元 治

有 持 益 生 杉 本 直 樹

南 恒 生 嘉 見 博 之

岩 丸 正 史 岡 田 理 絵

中 山 俊 雄 来 代 正 文

重 清 佳 之 森 田 正 博

庄 野 昌 彦 臼 木 春 夫

黒 﨑 章 松 崎 清 治

長 尾 哲 見 大 西 章 英

森 本 尚 樹 岡 佑 樹

長 池 文 武

徳島県議会議長 杉 本 直 樹 殿



中国による防空識別圏の設定の即時撤回を求める決議

去る１１月２３日、中国政府は 「東シナ海防空識別区」を設定し、当該区域、

を飛行する航空機に対して中国国防部の定める規則を適用するとともに、これに

従わない場合には中国軍による「防御的緊急措置」をとる旨発表した。

中国側のこうした措置は、東シナ海周辺における現状を一方的に変更し、事態

をエスカレートさせ、現場海空域において不測の事態を招きかねない極めて危険

なものである。

今回の中国側の措置は、公海上空を飛行する民間航空機を含む全ての航空機に

対して、一方的に軍の定めた手続に従うことを強制的に義務付けた。これに従わ

ない場合、軍による対応措置を講じるとしたことは、国際法上の一般原則である

公海上空における飛行の自由の原則を不当に侵害するものであると同時に、アジ

ア太平洋地域ひいては国際社会全体の平和と安定に対する重大な挑戦である。

東シナ海は多数の民間航空機の飛行経路であり、民間航空の秩序及び安全への

影響の観点からも大きな問題である。このような中国側の措置は、我が国に対し

て何ら効力を有するものではないことをここに言明する。

また、中国側が設定した空域は、我が国固有の領土である尖閣諸島の領空があ

たかも「中国の領空」であるかのごとき表示をしており、このような力を背景と

した不当な膨張主義を民主主義・平和主義国家として我が国は断じて受け入れる

ことはできない。

徳島県議会は、公海上空における飛行の自由を妨げるような今回の一切の措置

を、中国側が即時撤回することを強く要求する。

また、同盟国である米国をはじめ、自由・民主主義、基本的人権、法の支配と

いった共通の価値観を有する周辺諸国・地域を含む国際社会及び国連をはじめと

する国際機関と緊密に連携しつつ、我が国の主権と国民の生命・財産を断固とし

て守り抜くため、毅然たる態度で必要な措置を講じることを政府に強く求める。

以上、決議する。

平成 年 月 日

徳 島 県 議 会


